










































開放地に扎賚特荒務行局（光緒三十二年に大賚庁、民国二年に大賚県と改称）を設立した それ以降、旗の開放蒙地からの地租と魚租の徴収は、旗と扎賚特荒務行局との利権争いの焦点となる。この内、地租 金額 ほぼ一定不変であったが、魚租の額は漁獲量によって常に変動した。このため、地租に比べて魚租の状況はさらに複雑であって、多く 紛争が発生した。　
清朝末期と民国初期の内モンゴル情勢、特に清と北洋政府の対内



















































































































































東［三］省に所属する哲里木盟十旗 歴年放荒し、 ［そこに］設けられた官［庁］は合わせて三府、四庁 一州 十県ある。その管轄権限には元から統一した規定が無かった。今蒙務総局に令して企画させ、行政権限をはっきり区分させるべきであ今後、既に設治がなされた全ての地域において 全部洮南などの章程に照らして辦理させ、あ ゆる租糧は地方官に徴収
清末～民国初期のモンゴル旗―庁（県）関係
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其の設治が為されてい 地域（未開放地）の各モンゴル旗においては、元からあった草租や車捐などを管理する局は［その事務を］一律地方官（庁、県）に渡して取り調べさせ、 ［地方官が］定章を規定して 、辦理すべきである。…（略 …モンゴル人同士の間の訴訟案件については、モンゴル旗 処 し終わったとしても、不当に扱われた者があって、地方官がそれを知り、或いは［その者が］地方官の所へ赴いて訴えれば、地方官が［その案件を改めて］審理することを許す。将来［未開放地に］州、県を尽く設置し、 ［州、県を］衙門（行省 属させる
と述べた。これに対して清政府は、





として、総督の提案の一部は受け入れたものの、多くの内容は却下した。つまり、総督はモンゴル旗に関わる租税 徴収、土地の出放、訴訟案件の処理などの権限を全部東三省側に引き渡すように求めたが、清政府は、旗が上奏を経て独自に出放した蒙地から徴収する地租は旗側に帰属させることを明言した。また、旗が上奏を経ずに私に出放した場合、省側はそれを清丈する権限を持つが、その場合も旗と合同で清丈しなければならず、省側が独自に清丈することは認められなかった。そ て、旗における訴訟案件 処理については従前通り、モンゴル人間の案件は旗に、モンゴル人・漢人間の案件は旗と省の双方に処理させることとしたのである。　
しかし、陳祖墡『東蒙古紀程』によれば、旗と庁（県）が併存す


































































































































































魚類が豊富な黒龍江省の中でも大賚県に匹敵するところはなく、月亮泡と嫩江沿岸地域で一年 漁撈に従事し いる網戸は凡そ三百七十五戸であって、その人数は四千七百二十八人にのぼ…（略）…一九一三年と一九一四年 漁獲量はそれぞれ九百三十万斤と千五十万斤であったが これは国税徴収上に現れた数字であるから、実際より著しく遠ざかったものと解するのが妥当であろう

















































とあり、黒龍江当局は事実を認めながらも、ジャライト旗にその要求を撤回するように求めた。この文書から、大賚庁が事前にジャライト旗と相談せずに、 「散戸魚租」 徴収したこと 黒龍江当局がこの事を知りながらジャライト旗に知らせなかっ は明らかである。これに対してジャライト旗は、
全ての網戸に対して本旗が［魚租の］徴収権を持っていることについ は、以前既に述べたので、ここで改めて言う必要はない。魚の利益を［旗と県が］同様に納める とができないの
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初まで黒龍江当局とは関係なく、旗が独自に徴収してい 。しかし、開放の進展に伴って大賚庁（県）の権力 拡大 、同庁（県）を始めとする黒龍江当局に依存しないと魚租徴収 不可能となり、旗は魚租の半分を代償に の共同徴収に乗り出 た。黒龍江
当局は後に単独で魚租を決めるようになり、しかもその権限を清政府に認めさせようとした。政府はそれを許可しなかったが、現地の実態は黒龍江当局の思惑通りに進展していく。宣統年間以降、大賚庁（県） 勝手に種々 制度を決めて強行し、旗は黒龍江省に訴えるが、省が県の主張を支持したため、ジャライト旗は完全に孤立してしまう。　
従来、清末～民国初期のモンゴル政策については、主に蒙地を中
心に研究が行なわれてきた。蒙地研究は土地自体に主眼を置き、土地以外の自然資源にあまり注目してこなかったため、魚租の問題は蒙地という大きな問題の中に埋もれていた。しかし、本稿が明らかにしたように、一部のモンゴル旗では、開放蒙地の他に 河川や湖にも大きな利権が存在していた である。魚租に関する史料がこれほど豊富 あるこ も 旗―庁（県）―省関係の中で魚租問題が如何に重要であったかを示している。　
蒙地開放においては、土地の開放面積、押荒銀と地租の額、出放































































































































43） 『民国二年三月二十六日付扎賚特旗暫署札薩克印務協理旗務頭等台吉托徳畢里克図発黒龍江都督兼署民政長宋〔小濂〕宛文書』 、 （黒龍江省档案館所蔵档案、全宗六二、目録四 巻号七九） 。
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59） 『民国二年十月二十八日付黒龍江都督暫兼民政長畢、 黒龍江省行政公署財政司発ジャライト旗宛文書（黒龍江省行政公 財 司照會第九十二号）
（黒龍江省档案館所蔵档案、全宗六二、目録四、巻号七九 。

